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議案第７６号 

 

 

さぬき市公共施設使用料の見直しに伴う関係条例の整備に関する 

条例の制定について 

 

 

さぬき市公共施設使用料の見直しに伴う関係条例の整備に関する条例を別紙のと

おり制定することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１

項第１号の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

 

令和２年９月３日提出 
 
さぬき市長 大 山 茂 樹 
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さぬき市公共施設使用料の見直しに伴う関係条例の整備に関する条例 

 

（さぬき市公民館条例の一部改正） 

第１条 さぬき市公民館条例（平成１４年さぬき市条例第７８号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第４条第１項中「さぬき市」を「、さぬき市」に改める。 

第５条第１項中「公民館長（以下「館長」という。）」を「さぬき市教育委員

会（以下「教育委員会」という。）」に改め、同条第２項中「館長」を「教育委

員会」に改める。 

第６条中「館長」を「教育委員会」に改める。 

第７条中「使用の」を削る。 

第８条第１項中「館長」を「教育委員会」に、「利用」を「使用」に改め、同

条第２項中「教育委員会は」を「市は」に改める。 

第１０条中「教育委員会」を「市長」に改める。 

第１１条ただし書中「教育委員会は、」を「市長が」に改める。 

第１３条中「教育委員会が別に」を「規則で」に改める。 

別表第２を次のように改める。 

別表第２（第９条関係） 

                              （単位：円） 

施設名 区分 使用料（１時間につき） 

さぬき市公民館（さ

ぬき市津田公民館） 

大ホール ６００ 

第１講座室 ２００ 

第２講座室 ２００ 

第３講座室 ２００ 

調理実習室 ２００ 

さぬき市津田公民館

北山分館  

和室 ２００ 

図書室 １００ 

理科室 １００ 

調理室 １００ 

さぬき市大川公民館  第一研修室 １００ 

第二研修室 １００ 

第一講座室 １００ 

第二講座室 １００ 

第三講座室 １００ 

第四講座室 １００ 
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 松の間 １００ 

竹の間 １００ 

大広間 ４００ 

料理実習室 ２００ 

大ホール ６００ 

第一会議室 １００ 

陶芸作業棟 １００ 

さぬき市志度公民館 一階会議室 １００ 

料理実習室 ２００ 

一階和室 １００ 

二階和室１ １００ 

二階和室２ １００ 

図書室 １００ 

さぬき市志度公民館

鴨部分館 

調理室 １００ 

配膳室 １００ 

会議室 １００ 

特別室 １００ 

大会議室 ４００ 

さぬき市志度公民館

末分館 

料理講習室 １００ 

大会議室 ４００ 

小会議室 １００ 

さぬき市長尾公民館 ホール ６００ 

大広間 ２００ 

研修室 ２００ 

講座室 １００ 

相談室 １００ 

図書室 １００ 

別棟和室 １００ 

調理室 ２００ 

さぬき市長尾公民館

造田分館  

大広間 ２００ 

第１講座室 １００ 

第２講座室 １００ 

資料室 １００ 

図書室 １００ 

調理室 ２００ 
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さぬき市長尾公民館

多和分館 

大広間 ２００ 

講義室 １００ 

資料室 １００ 

図書室 １００ 

調理室 １００ 

さぬき市長尾公民館

前山分館 

大広間 ４００ 

調理室 ２００ 

さぬき市長尾公民館

昭和分館 

大広間 ２００ 

研修室 １００ 

和室 １００ 

調理室 １００ 

備考 

 １ 使用者の住所（使用者が法人であるときは、その所在地）が市外の

場合は、使用料は、この表に掲げる額に２を乗じて得た額とする。 

 ２ 使用時間に１時間未満の端数が生じた場合は、その端数時間は、１

時間とみなす。 

 （さぬき市生涯学習館条例の一部改正） 

第２条 さぬき市生涯学習館条例（平成１４年さぬき市条例第８１号）の一部を次

のように改正する。 

第１条中「この条例は、」を削る。 

第５条中「（以下「使用者」という。）」を削り、「館長」を「教育委員会」

に改め、同条に次の１項を加える。 

２ 教育委員会は、前項の許可をする場合において、必要に応じて条件を付する

ことができる。 

第６条中「館長」を「教育委員会」に改める。 

第７条第１項中「館長は、」を「教育委員会は、第５条第１項の許可を受けた

者（以下「使用者」という。）が」に、「事由があるときは、使用の」を「とき

又は学習館の管理上特に必要があると認めるときは、当該許可に係る条件を変更

し、若しくは使用を停止し、又は当該」に改め、同項第３号中「の規定」を「又

はこの条例に基づく規則」に改め、同項第４号を削り、同条第２項中「使用許可

の取消し」を「規定による措置」に、「教育委員会は、損害の」を「市は、そ

の」に改める。 

第１０条中「教育委員会」を「市長」に改める。 

第１１条ただし書中「教育長」を「市長」に改める。 

第１２条中「館長」を「教育委員会」に改める。 
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第１３条第２項ただし書を次のように改める。 

ただし、教育委員会が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

第１４条中「教育委員会が別に」を「規則で」に改める。 

別表を次のように改める。 

別表（第９条関係） 

区分 使用料（１時間につき） 

 円 

研修ホール ６００ 

図書館 １００ 

情報室・学習室 ２００ 

和室 ２００ 

児童室 １００ 

調理室 ２００ 

試食室 １００ 

備考 

 １ 使用者の住所（使用者が法人であるときは、その所在地）が市外で

ある場合の使用料は、この表に掲げる額に２を乗じて得た額とする。 

２ 使用時間に１時間未満の端数が生じた場合は、その端数時間は、１

時間とみなす。 

 （さぬき市武道館条例の一部改正） 

第３条 さぬき市武道館条例（平成１４年さぬき市条例第９０号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第４条第１項及び第３項中「館長」を「教育委員会」に改める。 

第５条第１項中「使用者」を「前条第１項の許可を受けた者（以下「使用者」

という。）」に改め、同条第２項中「使用後」を「使用者は、使用後」に改める。 

第６条第１項中「教育委員会は、武道館の使用者」を「市長は、使用者」に改

める。 

第７条の見出し中「減免」を「減免等」に改め、同条中「教育委員会は、次に

該当する場合」を「市長は、公益上必要があると認めるとき」に改め、同条各号

を削り、同条に次の１項を加える。 

２ 既納の使用料は、還付しない。ただし、市長が特別の理由があると認めると

きは、この限りでない。 

第９条の見出し中「取消し」を「取消し等」に改め、同条中「館長は、」を

「教育委員会は、使用者が」に、「ときは、使用許可」を「とき又は武道館の管

理上特に必要があると認めるときは、使用の許可に係る条件を変更し、若しくは
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使用を停止し、又は使用の許可」に改め、同条第３号を次のように改める。 

(3) この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

第９条に次の１項を加える。 

２ 前項の規定による措置によって使用者に損害が生じることがあっても、市は、

その責めを負わない。 

第１１条中「教育委員会が別に」を「規則で」に改める。 

  別表を次のように改める。 

別表（第６条関係）   

区分 使用料（１時間につき） 

 円 

柔道場 ５００ 

剣道場 ５００ 

会議室（志度武道館） １００ 

備考 

 １ 使用者の住所（使用者が法人であるときは、その所在地）が市外の

場合は、使用料は、この表に掲げる額に２を乗じて得た額とする。 

 ２ 使用時間に１時間未満の端数が生じた場合は、その端数時間は、１

時間とみなす 

 （さぬき市体育館条例の一部改正） 

第４条 さぬき市体育館条例（平成１４年さぬき市条例第９１号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第６条第１項中「（以下「使用者」という。）」を削り、「館長」を「教育委

員会」に改め、同項に後段として次のように加える。 

この場合において、教育委員会は、必要に応じて当該許可に条件を付するこ

とができる。 

第６条第２項中「館長は、体育館の使用者」を「教育委員会は、体育館を使用

しようとする者」に改める。 

第７条中「館長は、体育館の使用者」を「教育委員会は、前条第１項の許可を

受けた者（以下「使用者」という。）」に、「場合」を「とき又は体育館の管理

上特に必要があると認めるとき」に改める。 

第９条及び第１０条第３号中「教育委員会」を「市長」に改める。 

第１５条第１項ただし書を削り、同条第２項中「教育委員会は」を「市は」に、

「基づく使用の取消し又は停止」を「よる措置」に改める。 

第１６条中「教育委員会が別に」を「規則で」に改める。 

別表第２を次のように改める。 

別表第２（第８条関係） 
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                              （単位：円） 

施設名 区分 使用料（１時間につき） 

津田体育館、津田第２

体育館、志度東体育館 

体育館（全面） １，０００ 

体育館（半面） ５００ 

津田北山体育館 体育館（全面） ５００ 

大川体育館 体育館（全面） １，０００ 

体育館（半面） ５００ 

ミーティングルーム １００ 

神前体育館 体育館（全面） １，０００ 

体育館（半面） ５００ 

ミーティングルーム ２００ 

和室 １００ 

備考 

 １ 使用者の住所（使用者が法人であるときは、その所在地）が市外の

場合は、使用料は、この表に掲げる額に２を乗じて得た額とする。 

 ２ 使用時間に１時間未満の端数が生じた場合は、その端数時間は、１

時間とみなす。 

 （さぬき市運動公園条例の一部改正） 

第５条 さぬき市運動公園条例（平成１４年さぬき市条例第９３号）の一部を次の

ように改正する。 

第７条第１項各号列記以外の部分中「するとき」の次に「又は運動公園の管理

上特に必要があると認めるとき」を加え、同条第２項中「教育委員会は」を「市

は、」に改める。 

第１０条中「教育委員会」を「市長」に改める。 

第１３条第２項中「とあるのは「指定管理者」と、」を「とあり、並びに」に、

「第８条までの規定中」を「第７条第１項まで及び第８条中」に、「読み替え

る」を「、第７条第２項中「市は」とあるのは、「市及び指定管理者は」と読み

替える」に改め、同条第３項中「５年間」を「５年を超えない期間」に改める。 

第１５条第１項中「教育委員会」を「市長」に改め、同条第２項中「教育委員

会」を「市長」に、「定める額」を「定める使用料の額」に改め、同条第３項中

「教育委員会は」を「市長は、」に改め、同条第４項中「教育委員会」を「市

長」に改める。 

第１７条中「教育委員会が別に」を「規則で」に改める。 

別表中４の表及び５の表を次のように改める。 

  ４ 石田運動広場、神前運動広場、伊勢運動広場、下所運動広場 
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区分 使用料（１時間につき） 

 円 

運動広場 ５００ 

備考 

１ 使用者の住所（使用者が法人であるときは、その所在地）が市外の

場合は、使用料は、この表に掲げる額に２を乗じて得た額とする。 

２ 使用時間に１時間未満の端数が生じた場合は、その端数時間は、１

時間とみなす。 

  ５ 野間田運動広場 

区分 使用料（１時間につき） 

 円 

野球場 ５００ 

サッカー場 ５００ 

多目的広場 ５００ 

備考 

１ 使用者の住所（使用者が法人であるときは、その所在地）が市外の

場合は、使用料は、この表に掲げる額に２を乗じて得た額とする。 

２ 使用時間に１時間未満の端数が生じた場合は、その端数時間は、１

時間とみなす。 

  別表の６の表を削る。 

 （さぬき市Ｂ＆Ｇ海洋センター条例の一部改正） 

第６条 さぬき市Ｂ＆Ｇ海洋センター条例（平成１４年さぬき市条例第９４号）の

一部を次のように改正する。 

第６条第１項中「するとき」を「する者」に、「所長」を「教育委員会」に改

め、同条第２項中「所長」を「教育委員会」に改める。 

第７条各号列記以外の部分及び第２号中「所長」を「教育委員会」に改め、同

条第６号中「所長において」を「教育委員会が」に改める。 

第８条第１項各号列記以外の部分中「所長」を「教育委員会」に改め、「受け

た者」の次に「（以下「使用者」という。）」を、「するとき」の次に「又は海

洋センターの管理上特に必要があると認めるとき」を加え、同項第４号を削り、

同条第２項中「措置により」の次に「使用者に」を加え、「教育委員会は」を

「市は」に改める。 

第９条中「海洋センターを使用しようとする者」を「使用者」に改める。 

第１０条及び第１１条ただし書中「教育委員会」を「市長」に改める。 

第１２条中「海洋センターを使用する者」を「使用者」に改める。 
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第１４条中「教育委員会が別に」を「規則で」に改める。 

別表の１の表を次のように改める。 

別表（第９条関係） 

  １ 体育館                         

区分 使用料（１時間につき） 

 円 

体育館（全面） １，０００ 

体育館（半面） ５００ 

備考 

 １ 使用者の住所（使用者が法人であるときは、その所在地）が市外の

場合は、使用料は、この表に掲げる額に２を乗じて得た額とする。 

 ２ 使用時間に１時間未満の端数が生じた場合は、その端数時間は、１

時間とみなす。 

 （さぬき市飛翔の館条例の一部改正） 

第７条 さぬき市飛翔の館条例（平成１４年さぬき市条例第９５号）の一部を次の

ように改正する。 

第１条中「コミュニティー」を「コミュニティ」に改める。 

第４条中「あらかじめ」の次に「教育委員会の」を加え、同条に後段として次

のように加える。 

この場合において、教育委員会は、必要に応じて当該許可に条件を付するこ

とができる。 

第６条の見出し中「取消し」を「取消し等」に改め、同条第１項中「館長

は、」を「教育委員会は、第４条の許可を受けた者（以下「使用者」という。）

が」に、「と認めたときは、使用許可」を「とき又は飛翔の館の管理上特に必要

があると認めるときは、当該許可に係る条件を変更し、若しくは使用を停止し、

又は当該許可」に改め、同項第３号を次のように改める。 

(3) この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

第６条第２項中「飛翔の館は」を「市は、」に改める。 

第８条中「教育委員会」を「市長」に改める。 

第９条ただし書を次のように改める。 

ただし、市長が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

第１０条中「教育委員会が別に」を「規則で」に改め、同条を第１１条とし、

第９条の次に次の１条を加える。 

（損害賠償） 

第１０条 使用者が故意又は過失により施設、設備等を損傷し、又は滅失したと

きは、使用者は、それによって生じた損害を賠償しなければならない。ただし、
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教育委員会が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

  別表を次のように改める。 

別表（第７条関係）                               

区分 使用料（１時間につき） 

 円 

柔道場 ５００ 

剣道場 ５００ 

備考 

 １ 使用者の住所（使用者が法人であるときは、その所在地）が市外の

場合は、使用料は、この表に掲げる額に２を乗じて得た額とする。 

 ２ 使用時間に１時間未満の端数が生じた場合は、その端数時間は、１

時間とみなす。 

 （さぬき市屋内ゲートボール場条例の一部改正） 

第８条 さぬき市屋内ゲートボール場条例（平成１４年さぬき市条例第９６号）の

一部を次のように改正する。 

第４条中「提出し、」の次に「教育委員会の」を加え、同条に後段として次の

ように加える。 

この場合において、教育委員会は、必要に応じて当該許可に条件を付するこ

とができる。 

第５条の見出し中「取消し」を「取消し等」に改め、同条第１項中「所長」を

「教育委員会」に、「制限し、又は許可を取り消すことができる」を「許可しな

い」に改め、同項第５号中「特に必要」を「管理運営上適当でない」に改め、同

条第２項中「ゲートボール場の使用者（以下「使用者」という。）」を「使用

者」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 教育委員会は、前条の許可を受けた者（以下「使用者」という。）が次の各

号のいずれかに該当するとき又はゲートボール場の管理運営上特に必要がある

と認めるときは、当該許可に係る条件を変更し、若しくは使用を停止し、又は

当該許可を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正の行為により使用の許可を受けたとき。 

(2) この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

(3) 使用の許可の条件又は関係職員の指示に従わないとき。 

第７条中「教育委員会」を「市長」に改める。 

第８条ただし書を次のように改める。 

ただし、市長が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

第９条中「教育委員会が別に」を「規則で」に改め、同条を第１０条とし、第

８条の次に次の１条を加える。 
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（損害賠償） 

第９条 使用者が故意又は過失により施設、設備等を損傷し、又は滅失したとき

は、使用者は、それによって生じた損害を賠償しなければならない。ただし、

教育委員会が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

  別表を次のように改める。 

別表（第６条関係） 

区分 使用料（１時間につき） 

 円 

ゲートボール場 ５００ 

備考 

１ 使用者の住所（使用者が法人であるときは、その所在地）が市外の

場合は、使用料は、この表に掲げる額に２を乗じて得た額とする。 

２ 使用時間に１時間未満の端数が生じた場合は、その端数時間は、１

時間とみなす。 

 （さぬき市働く婦人の家条例の一部改正） 

第９条 さぬき市働く婦人の家条例（平成１４年さぬき市条例第１６８号）の一部

を次のように改正する。 

第４条第５号中「働く婦人等の保護及び福祉の増進に必要と認められる」を

「市長が必要と認める」に改める。 

第５条中「（以下「働く婦人等」という。）」を削り、「館長」を「市長」に

改める。 

第６条中「（以下「使用者」という。）」を削り、「館長」を「市長」に改め、

同条に後段として次のように加える。 

この場合において、市長は、必要に応じて当該許可に条件を付することがで

きる。 

第７条中「館長は、働く婦人の家の管理上支障」を「市長は、前条の許可を受

けた者（以下「使用者」という。）が次の各号のいずれかに該当するとき又は働

く婦人の家の管理上特に必要」に、「働く婦人の家の使用許可」を「当該許可に

係る条件を変更し、若しくは使用を停止し、又は当該許可」に改め、同条に次の

各号を加える。 

(1) 偽りその他不正の行為により使用の許可を受けたとき。 

(2) この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

(3) 使用の許可の条件又は関係職員の指示に従わないとき。 

第７条に次の１項を加える。 

２ 前項の規定による措置により使用者が受けた損害については、市は、その責

めを負わない。 
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第１１条に次のただし書を加える。 

ただし、市長が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

第１３条中「市長が別に」を「規則で」に改める。 

別表を次のように改める。 

別表（第８条関係） 

                              （単位：円） 

施設名 区分 使用料（１時間につき） 

津田働く婦人の家 第１講習室（洋） ２００ 

第２講習室（和） １００ 

第３講習室（和） １００ 

小会議室 １００ 

託児室 １００ 

志度働く婦人の家 一階会議室 １００ 

料理実習室 ２００ 

一階和室 １００ 

二階和室１ １００ 

二階和室２ １００ 

図書室 １００ 

備考 

 １ 使用者の住所（使用者が法人であるときは、その所在地）が市外の

場合は、使用料は、この表に掲げる額に２を乗じて得た額とする。 

 ２ 使用時間に１時間未満の端数が生じた場合は、その端数時間は、１

時間とみなす。 

 （さぬき市末ふれあいひろば条例の一部改正） 

第１０条 さぬき市末ふれあいひろば条例（平成２３年さぬき市条例第２号）の一

部を次のように改正する。 

第５条中「５年間」を「５年を超えない期間」に改める。 

第８条第１項各号列記以外の部分中「該当する」の次に「とき又はひろばの管

理上特に必要がある」を加え、同条第２項中「指定管理者」を「市及び指定管理

者」に改める。 

第９条第１項中「教育委員会」を「市長」に改め、同条第２項中「教育委員

会」を「市長」に、「定める額」を「定める基準額」に改め、同条第３項中「教

育委員会」を「市長」に改める。 

第１０条中「教育委員会」を「市長」に改める。 

  別表を次のように改める。 
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別表（第９条関係） 

区分 利用料金の基準額（１時間につき） 

 円 

教室１ １００ 

教室２ ２００ 

教室３ ２００ 

教室４ ２００ 

特別教室 ２００ 

備考 

１ 利用者の住所（利用者が法人であるときは、その所在地）が市外の

場合は、基準額は、この表に掲げる額に２を乗じて得た額とする。 

 ２ 利用時間に１時間未満の端数が生じた場合は、その端数時間は、１

時間とみなす。 

 （さぬき市農村環境改善センター等に関する条例の一部改正） 

第１１条 さぬき市農村環境改善センター等に関する条例（平成１４年さぬき市条

例第１５１号）の一部を次のように改正する。 

第６条第１項中「（以下「使用者」という。）」を削る。 

第７条及び第８条第１項中「使用権利者」を「使用者」に改める。 

第９条第１項中「使用権利者」を「使用者」に、「するとき、又は」を「する

とき又は」に改め、同項第１号中「第６条第２項」を「第６条第３項」に改め、

同条第２項中「使用権利者」を「使用者」に改める。 

第１１条、第１３条第２号及び第１４条中「使用権利者」を「使用者」に改め

る。 

第１５条に次のただし書を加える。 

ただし、市長が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

 第１６条中「市長が別に」を「規則で」に改める。 

 別表第２中 

 「 

さぬき市津田多目的研修集会施設 ― 

                                    」

を 

 「 

さぬき市津田多目的研修集会施設 月曜日 １月１日から同月３日ま

で及び１２月２９日から同月３

１日までの日 
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                                    」 

 に 

 「 

さぬき市寒川農村環境改善センター ― 

                                    」 

 を 

 「 

さぬき市寒川農村環境改善センター 月曜日 １月１日から同月３日ま

で及び１２月２９日から同月３

１日までの日 

                                    」 

に改める。 

 別表第４を次のように改める。 

別表第４（第１１条関係） 

                              （単位：円） 

施設名 区分 使用料（１時間につき） 

さぬき市津田多目的

研修集会施設 

調理室 ２００ 

第１農事研修室 ２００ 

第２農事研修室 １００ 

生活実習室 １００ 

体育館 ５００ 

さぬき市大川農村環

境改善センター 

多目的ホール ６００ 

農事相談室 １００ 

さぬき市南川構造改

善センター 

第１会議室 １００ 

第２会議室 ２００ 

さぬき市志度構造改

善センター 

大会議室（全面） １，０００ 

大会議室（半面） ５００ 

和室研修室（１） １００ 

和室研修室（２） １００ 

生活改善実習室 ２００ 

健康管理室 １００ 

後継者研修室 １００ 

さぬき市寒川農村環

境改善センター 

農事相談情報室 １００ 

農事研修室 ２００ 

休養室（老人室） １００ 
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 多目的ホール ６００ 

ステージ及び控室 ２００ 

文化集会室（教養娯

楽室） 

２００ 

 

さぬき市長尾農業者

トレーニングセンタ

ー 

ホール ６００ 

大広間 ２００ 

研修室 ２００ 

講座室 １００ 

相談室 １００ 

図書室 １００ 

別棟和室 １００ 

調理室 ２００ 

さぬき市昭和多目的

研修センター 

大広間 ２００ 

研修室 １００ 

和室 １００ 

調理室 １００ 

さぬき市前山多目的

研修センター 

大広間 ４００ 

調理室 ２００ 

備考 

 １ 使用者の住所（使用者が法人であるときは、その所在地）が市外の

場合は、使用料は、この表に掲げる額に２を乗じて得た額とする。 

 ２ 使用時間に１時間未満の端数が生じた場合は、その端数時間は、１

時間とみなす。 

 （さぬき市漁村センター条例の一部改正） 

第１２条 さぬき市漁村センター条例（平成１４年さぬき市条例第１５３号）の一

部を次のように改正する。 

第３条に次の１項を加える。 

２ 市長は、前項の許可をする場合において、必要に応じて条件を付することが

できる。 

第４条中「前条」を「前条第１項」に改める。 

第７条の見出し中「取消し」を「取消し等」に改め、同条中「するときは、」

を「するとき又は漁村センターの管理上特に必要があると認めるときは、使用の

許可に係る条件を変更し、若しくは使用を停止し、又は」に改め、同条第３号中

「及びこの条例に基づく規定」を削り、同条に次の１項を加える。 

２ 前項の規定による措置により使用者が受けた損害については、市は、その責
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めを負わない。 

第１０条第１項第３号中「前号」を「前２号」に改め、同条第２項中「第７条、

第８条及び第９条の規定中」を「第７条第１項及び第８条中」に改め、「「指定

管理者」と」の次に「、第７条第２項中「市は」とあるのは、「市及び指定管理

者は」と」を加え、同条第３項中「５年間」を「５年を超えない期間」に改める。 

第１２条第２項中「別表に定める」の次に「使用料の」を加える。 

別表を次のように改める。 

別表（第４条、第１２条関係） 

                              （単位：円） 

施設名 区分 使用料（１時間につき） 

さぬき市鴨庄漁村セ

ンター 

大会議室 ２００ 

小会議室 １００ 

料理講習室 １００ 

さぬき市小田漁村セ

ンター 

大会議室 ４００ 

小会議室（１） １００ 

小会議室（２） １００ 

料理講習室 １００ 

備考 

 １ 使用者の住所（使用者が法人であるときは、その所在地）が市外の

場合は、使用料は、この表に掲げる額に２を乗じて得た額とする。 

 ２ 使用時間に１時間未満の端数が生じた場合は、その端数時間は、１

時間とみなす。 

 （さぬき市研修センター条例の一部改正） 

第１３条 さぬき市研修センター条例（平成１４年さぬき市条例第１７０号）の一

部を次のように改正する。 

第５条中「５年間」を「５年を超えない期間」に改める。 

第６条中「及び施設」を「及び設備」に改め、同条に次の１項を加える。 

２ 指定管理者は、センターの管理上必要があると認めるときは、前項の許可に

条件を付することができる。 

第７条各号列記以外の部分中「次の各号」を「指定管理者は、次の各号」に、

「利用」を「センターの利用」に改める。 

第８条第１項中「次の各号」を「指定管理者は、利用者が次の各号」に、「場

合、利用の許可を取り消すことがある」を「とき又はセンターの管理上特に必要

があると認めるときは、利用の許可に係る条件を変更し、若しくは利用を停止し、

又は利用の許可を取り消すことができる」に改め、同項第３号中「の規定」を削
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り、同項第４号を削り、同条第２項中「指定管理者」を「市及び指定管理者」に

改める。 

第９条第２項中「定める額」を「定める基準額」に改め、同条に次の１項を加

える。 

４ 指定管理者は、特に必要があると認めたときは、あらかじめ市長の承認を受

けて利用料金を減額し、又は免除することができる。 

第１２条第２項ただし書を次のように改める。 

ただし、市長が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

  別表を次のように改める。 

別表（第９条関係）                               

区分 利用料金の基準額（１時間につき） 

 円 

研修室 ４００ 

研修室（和室） １００ 

調理室 １００ 

備考 

 １ 利用者の住所（利用者が法人であるときは、その所在地）が市外の

場合は、基準額は、この表に掲げる額に２を乗じて得た額とする。 

 ２ 利用時間に１時間未満の端数が生じた場合は、その端数時間は、１

時間とみなす。 

 （さぬき市志度南交流センター条例の一部改正） 

第１４条 さぬき市志度南交流センター条例（平成１４年さぬき市条例第１７２

号）の一部を次のように改正する。 

第４条第１項中「するもの」を「する者」に改める。 

第６条中「利用の」を削る。 

第８条第１項第１号中「の規定」を削り、同条第２項中「その責め」を「、そ

の責め」に改める。 

第１２条第１項中「、又は」を「、及び」に改める。 

第１４条中「市長が別に」を「規則で」に改める。 

別表を次のように改める。 

別表（第９条関係） 

区分 使用料（１時間につき） 

 円 

多目的ホール ５００ 

ミーティングルーム １００ 
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備考 

 １ 利用者の住所（利用者が法人であるときは、その所在地）が市外の

場合は、使用料は、この表に掲げる額に２を乗じて得た額とする。  

２ 利用時間に１時間未満の端数が生じた場合は、その端数時間は、１

時間とみなす。 

 （さぬき市地域活性化複合施設条例の一部改正） 

第１５条 さぬき市地域活性化複合施設条例（平成２６年さぬき市条例第２５号）

の一部を次のように改正する。 

第６条中「５年間」を「５年を超えない期間」に改める。 

第７条の見出しを「（利用許可等）」に改め、同条第１項中「（以下「室利用

者」という。）」を削り、同条に次の２項を加える。 

３ 指定管理者は、第１項の許可を受けた者（以下「室利用者」という。）が次

の各号のいずれかに該当するとき又は活性化施設の管理上特に必要があると認

めるときは、当該許可に係る利用の条件を変更し、若しくは利用を停止し、又

は当該許可を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正の行為により利用の許可を受けたとき。 

(2) この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

(3) 利用の許可の条件又は指定管理者の指示に従わないとき。 

４ 前項の規定による措置により利用者が受けた損害については、市及び指定管

理者は、その責めを負わない。 

第８条及び第９条中「掲げる額」を「掲げる基準額」に改める。 

第１３条中「き損」を「損傷」に改め、「、指定管理者の定めるところに従

い」を削り、同条に次のただし書を加える。 

ただし、市長が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

第１４条中「市長が別に」を「規則で」に改める。 

  別表第１を次のように改める。 

別表第１（第８条関係） 

区分 室利用料の基準額（１時間につき） 

 円 

集会室 ２００ 

調理室 ２００ 

体育館 ５００ 

備考 

 １ 利用者の住所（利用者が法人であるときは、その所在地）が市外の

場合は、室利用料の基準額は、この表に掲げる額に２を乗じて得た額 
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とする。 

 ２ 利用時間に１時間未満の端数が生じた場合は、その端数時間は、１

時間とみなす。 

  別表第２中「観覧料」を「観覧料の基準額」に改める。 

 （さぬき市ふれあい会館条例の一部改正） 

第１６条 さぬき市ふれあい会館条例（平成１４年さぬき市条例第１０６号）の一

部を次のように改正する。 

第４条を削る。 

第５条中「、ふれあい会館使用申請書（別記様式）により」を削り、同条に次

の１項を加える。 

２ 市長は、前項の許可をする場合において、必要に応じて条件を付することが

できる。 

第５条を第４条とする。 

第６条の見出しを「（利用許可の取消し等）」に改め、同条中「前項の利用許

可」を「前条第１項の許可」に改め、「するとき」の次に「又はふれあい会館の

管理上特に必要があると認めるとき」を加え、「その利用を停止し、又は利用

の」を「当該許可に係る利用の条件を変更し、若しくは利用を停止し、又は当

該」に改め、同条第１号中「許可申請書に偽りがあった」を「偽りその他不正の

行為により利用の許可を受けた」に改め、同条第２号中「条例」の次に「又はこ

の条例に基づく規則」を加え、同条に次の１号を加える。 

(3) 利用の許可の条件又は関係職員の指示に従わないとき。 

第６条に次の１項を加える。 

２ 前項の規定による措置により利用者が受けた損害については、市は、その責

めを負わない。 

第６条を第５条とし、同条の次に次の１条を加える。 

（使用料） 

第６条 利用者は、別表に定める額の使用料を納付しなければならない。 

２ 市長は、公益上必要があると認めるときは、前項の使用料を減額し、又は免

除することができる。 

３ 既納の使用料は、還付しない。ただし、市長が特別の理由があると認めると

きは、この限りでない。 

第７条ただし書を次のように改める。 

  ただし、市長が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

第８条中「市長が別に」を「規則で」に改める。 

  附則の次に次の別表を加える。 

別表（第６条関係） 
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区分 使用料（１時間につき） 

 円 

老人教室 １００ 

事務室 １００ 

備考 

 １ 利用者の住所（利用者が法人であるときは、その所在地）が市外の

場合は、使用料は、この表に掲げる額に２を乗じて得た額とする。 

 ２ 利用時間に１時間未満の端数が生じた場合は、その端数時間は、１

時間とみなす。 

別記様式を削る。 

 （さぬき市ふれあいプラザ条例の一部改正） 

第１７条 さぬき市ふれあいプラザ条例（平成１４年さぬき市条例第１０７号）の

一部を次のように改正する。 

第８条中「市長が別に」を「規則で」に改め、同条を第１０条とする。 

第７条中「ふれあいプラザの」を削り、同条に次のただし書を加える。 

ただし、市長が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

第７条を第９条とする。 

第５条を削る。 

 第４条第１号中「とき」の次に「（市長が特に必要があると認めるときを除

く。）」を加え、同条を第５条とする。 

第３条の次に次の１条を加える。 

（利用の許可） 

第４条 ふれあいプラザを利用しようとする者は、あらかじめ市長の許可を受け

なければならない。 

２ 市長は、前項の許可をする場合において、必要に応じて条件を付することが

できる。 

第６条中「ふれあいプラザの」を削り、「又は」を「及び」に改め、同条を第

８条とし、同条の前に次の２条を加える。 

（利用許可の取消し等） 

第６条 市長は、第４条第１項の許可を受けた者（以下「利用者」という。）が

次の各号のいずれかに該当するとき又はふれあいプラザの管理上特に必要があ

ると認めるときは、当該許可に係る利用の条件を変更し、若しくは利用を停止

し、又は当該許可を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正の行為により利用の許可を受けたとき。 

(2) この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

(3) 利用の許可の条件又は関係職員の指示に従わないとき。 
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２ 前項の規定による措置により利用者が受けた損害については、市は、その責

めを負わない。 

（使用料） 

第７条 利用者は、別表に定める額の使用料を納付しなければならない。 

２ 市長は、公益上必要があると認めるときは、前項の使用料を減額し、又は免

除することができる。 

３ 既納の使用料は、還付しない。ただし、市長が特別の理由があると認めると

きは、この限りでない。 

  附則の次に次の別表を加える。 

別表（第７条関係） 

                              （単位：円） 

施設名 区分 使用料（１時間につき） 

小 田 ふ れ あ い プ ラ

ザ、鴨部ふれあいプ

ラザ 

ふれあいサロン ２００ 

会議室１ １００ 

会議室２ １００ 

健康増進室 １００ 

調理実習室 １００ 

鴨庄ふれあいプラザ ふれあいサロン ２００ 

会議室１ １００ 

会議室２ １００ 

調理実習室 １００ 

寒 川 ふ れ あ い プ ラ

ザ、造田ふれあいプ

ラザ 

ふれあいサロン ２００ 

健康増進室 １００ 

調理実習室 １００ 

備考 

 １ 利用者の住所（利用者が法人であるときは、その所在地）が市外の

場合は、使用料は、この表に掲げる額に２を乗じて得た額とする。 

 ２ 利用時間に１時間未満の端数が生じた場合は、その端数時間は、１

時間とみなす。 

 （さぬき市高齢者生きがい発揮促進施設条例の一部改正） 

第１８条 さぬき市高齢者生きがい発揮促進施設条例（平成１４年さぬき市条例第

１１６号）の一部を次のように改正する。 

第３条中「使用許可申請書（別記様式）を市長に提出し、」を「市長の」に改

め、同条に次の１項を加える。 

２ 市長は、前項の許可をする場合において、必要に応じて条件を付することが
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できる。 

第５条の見出し中「減免」を「減免等」に改め、同条中「次の各号のいずれか

に該当する」を「公益上必要があると認める」に改め、同条各号を削り、同条に

次の１項を加える。 

２ 既納の使用料は、還付しない。ただし、市長が特別の理由があると認めると

きは、この限りでない。 

第６条の見出し中「取消し」を「取消し等」に改め、同条中「するときは、」

を「するとき又は施設の管理上特に必要があると認めるときは、使用の許可に係

る条件を変更し、若しくは使用を停止し、又は」に改め、同条第１号中「使用申

請書に偽りがあった」を「偽りその他不正の行為により使用の許可を受けた」に

改め、同条第４号を削る。 

第７条第１項中「により使用の許可を取り消されたため、損害を被る」を「に

よる措置により損害を受ける」に、「市長は」を「市は」に改め、同条第２項に

次のただし書を加える。 

ただし、市長が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

第８条中「市長が別に」を「規則で」に改める。 

別表を次のように改める。 

別表（第４条関係） 

区分 使用料（１時間につき） 

 円 

農業者健康相談室 ２００ 

郷土芸能継承室 １００ 

伝統料理等実習室 １００ 

備考  

１ 使用者の住所（使用者が法人であるときは、その所在地）が市外の

場合は、使用料は、この表に掲げる額に２を乗じて得た額とする。 

 ２ 使用時間に１時間未満の端数が生じた場合は、その端数時間は、１

時間とみなす。 

別記様式を削る。 

 （さぬき市保健センター条例の一部改正） 

第１９条 さぬき市保健センター条例（平成１４年さぬき市条例第１３２号）の一

部を次のように改正する。 

第６条第１項第１号中「及びキッチンスタジオ」を「、キッチンスタジオ及び

母子ルーム」に改め、同項中第２号を削り、第３号を第２号とする。 

第９条の見出し中「取消等」を「取消し等」に改める。 

第１０条第１項中「で公共用又は公益以外のもの」を削る。 
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第１１条第１項中「、又は」を「、及び」に、「第８条」を「第９条」に改め

る。 

第１３条中「市長が別に」を「規則で」に改める。 

別表を次のように改める。 

別表（第１０条関係） 

（単位：円） 

施設名 区分 使用料（１時間につき） 

津田保健センター 会議室 ４００ 

多目的室 ４００ 

和室 ４００ 

キッチンスタジオ ２００ 

母子ルーム ２００ 

志度保健センター 大会議室 ４００ 

備考 

 １ 利用者の住所（利用者が法人であるときは、その所在地）が市外の

場合は、使用料は、この表に掲げる額に２を乗じて得た額とする。 

 ２ 利用時間に１時間未満の端数が生じた場合は、その端数時間は、１

時間とみなす。 

 （さぬき市集会所条例の一部改正） 

第２０条 さぬき市集会所条例（平成１４年さぬき市条例第７９号）の一部を次の

ように改正する。 

第７条中「教育委員会が別に」を「規則で」に改め、同条を第９条とする。 

第６条に次のただし書を加える。 

ただし、教育委員会が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

第６条を第８条とする。 

第５条の見出し中「減免」を「減免等」に改め、同条中「さぬき市教育委員会

（以下「教育委員会」という。）」を「市長」に改め、同条に次の１項を加える。 

２ 既納の使用料は、還付しない。ただし、市長が特別の理由があると認めると

きは、この限りでない。 

第５条を第７条とする。 

第４条中「集会所を使用する場合」を「使用者」に改め、同条を第６条とし、

第３条の次に次の２条を加える。 

（使用の許可） 

第４条 集会所を使用しようとする者は、あらかじめさぬき市教育委員会（以下

「教育委員会」という。）の許可を受けなければならない。 
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２ 教育委員会は、前項の許可をする場合において、必要に応じて条件を付する

ことができる。 

（使用許可の取消し等） 

第５条 教育委員会は、前条第１項の許可を受けた者（以下「使用者」とい

う。）が次の各号のいずれかに該当するとき又は集会所の管理上特に必要があ

ると認めるときは、当該許可に係る使用の条件を変更し、若しくは使用を停止

し、又は当該許可を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正の行為により使用の許可を受けたとき。 

(2) この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

(3) 使用の許可の条件又は関係職員の指示に従わないとき。 

２ 前項の規定による措置により使用者が受けた損害については、市は、その責

めを負わない。 

別表を次のように改める。 

別表（第６条関係） 

                              （単位：円） 

施設名 区分 使用料（１時間につき） 

辛立集会所 集会室 ２００ 

老人室 １００ 

調理室・生活改善室 １００ 

公文明集会所 厨房 １００ 

集会室 ２００ 

老人室 １００ 

鴨部集会所 調理室 １００ 

和室（１２畳） １００ 

視聴覚集会室 １００ 

図書室 １００ 

相談室 １００ 

備考 

 １ 使用者の住所（使用者が法人であるときは、その所在地）が市外の

場合は、使用料は、この表に掲げる額に２を乗じて得た額とする。 

 ２ 使用時間に１時間未満の端数が生じた場合は、その端数時間は、１ 

時間とみなす。 

 （さぬき市コミュニティセンター条例の一部改正） 

第２１条 さぬき市コミュニティセンター条例（平成１４年さぬき市条例第１０４

号）の一部を次のように改正する。 
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第６条中「生じたとき」の次に「又はセンターの管理上特に必要があると認め

たとき」を加え、「使用の許可を取り消し、又は停止する」を「使用の許可に係

る条件を変更し、若しくは使用を停止し、又は使用の許可を取り消す」に、「そ

の責め」を「、その責め」に改める。 

第１３条第２項中「、第１０条及び第１１条の規定中」を「及び第１０条中」

に改め、「「指定管理者」と」の次に「、第６条中「市は」とあるのは、「市及

び指定管理者は」と」を加え、同条第３項中「５年間」を「５年を超えない期

間」に改める。 

第１５条第２項中「別表に定める」の次に「使用料の」を加える。 

第１７条中「市長が別に」を「規則で」に改める。 

別表を次のように改める。 

別表（第７条、第１５条関係） 

                              （単位：円） 

施設名 区分 使用料（１時間につき） 

大川コミュニティセ

ンター 

集会室 ２００ 

志度コミュニティセ

ンター 

会議室 ２００ 

展示ホール １００ 

備考 

 １ 使用者の住所（使用者が法人であるときは、その所在地）が市外の

場合は、使用料は、この表に掲げる額に２を乗じて得た額とする。 

 ２ 使用時間に１時間未満の端数が生じた場合は、その端数時間は、１

時間とみなす。 

 （さぬき市隣保館条例の一部改正） 

第２２条 さぬき市隣保館条例（平成１４年さぬき市条例第１２７号）の一部を次

のように改正する。 

第５条ただし書及び第６条ただし書中「館長は、」を「市長が」に改める。 

第７条中「（以下「使用者」という。）」を削り、「館長」を「市長」に改め、

同条に後段として次のように加える。 

この場合において、市長は、必要に応じて当該許可に条件を付することがで

きる。 

第７条に次の１項を加える。 

２ 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、隣保館の使用を許

可しない。 

(1) 隣保館の設置の目的に反するとき（市長が特に必要があると認めるときを

除く。）。 
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(2) 公の秩序又は善良な風俗を乱すおそれがあるとき。 

(3) 施設等を損傷し、又は滅失するおそれがあるとき。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、隣保館の管理上支障があると認められるとき。 

第１１条中「市長が別に」を「規則で」に改め、同条を第１２条とし、第１０

条を第１１条とする。 

第９条ただし書中「館長」を「市長」に改め、同条を第１０条とする。 

第８条に次の１項を加える。 

３ 既納の使用料は、還付しない。ただし、市長が特別の理由があると認めると

きは、この限りでない。 

第８条を第９条とし、第７条の次に次の１条を加える。 

（使用許可の取消し等） 

第８条 市長は、前条第１項の許可を受けた者（以下「使用者」という。）が次

の各号のいずれかに該当するとき又は隣保館の管理上特に必要があると認める

ときは、当該許可に係る使用の条件を変更し、若しくは使用を停止し、又は当

該許可を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正の行為により使用の許可を受けたとき。 

(2) この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

(3) 使用の許可の条件又は関係職員の指示に従わないとき。 

２ 前項の規定による措置により使用者が受けた損害については、市は、その責

めを負わない。 

別表を次のように改める。 

別表（第９条関係） 

                              （単位：円） 

施設名 区分 使用料（１時間につき） 

辛立文化センター 集会室 ４００ 

パソコン教室 １００ 

視聴覚室 １００ 

会議室 １００ 

研修室 １００ 

図書室 １００ 

談話室 １００ 

調理室 １００ 

辛立文化センター分

館 

会議室・教養娯楽室 ２００ 

相談室 １００ 

備考 
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１ 使用者の住所（使用者が法人であるときは、その所在地）が市外の

場合は、使用料は、この表に掲げる額に２を乗じて得た額とする。 

 ２ 第７条第２項第１号括弧書の規定により許可を受けて隣保館を使用

する場合の使用料は、この表に掲げる額（前項に規定する場合におい

ては、同項の規定により算定する額）に２を乗じて得た額とする。  

３ 使用時間に１時間未満の端数が生じた場合は、その端数時間は、１

時間とみなす。 

 （さぬき市行政財産使用料条例の一部改正） 

第２３条 さぬき市行政財産使用料条例（平成１４年さぬき市条例第５７号）の一

部を次のように改正する。 

第５条中「使用料は」を「市長は」に、「これを」を「使用料を」に改める。 

  別表第１を次のように改める。 

別表第１（第２条関係） 

   学校施設使用料  

                              （単位：円） 

施設名 区分 使用料（１時間につき） 

津田小学校、さぬき南小

学校、志度小学校、寒川

小学校、長尾小学校、造

田小学校、さぬき南中学

校、志度中学校 

体育館（全面） 

 

１，０００ 

体育館（半面） 

 

５００ 

運動場 

 

５００ 

さぬき北小学校 体育館（全面） ５００ 

運動場 ５００ 

長尾中学校 体育館（全面） １，０００ 

体育館（半面） ５００ 

運動場 ５００ 

柔道場 ５００ 

剣道場 ５００ 

卓球場 ５００ 

備考  

１ 使用者の住所（使用者が法人であるときは、その所在地）が市外の

場合は、使用料は、この表に掲げる額に２を乗じて得た額とする。 

 ２ 運動場の照明施設を使用する場合は、１時間につき５００円を加算

する。 
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３ 使用時間に１時間未満の端数が生じた場合は、その端数時間は、１

時間とみなす。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。ただし、附則第４項及び第５項

の規定は、公布の日から施行する。 

 （さぬき市照明施設条例の廃止） 

２ さぬき市照明施設条例（平成１４年さぬき市条例第９９号）は、廃止する。 

 （経過措置等） 

３ この条例による改正後のそれぞれの条例の使用料又は利用料金（以下「使用料

等」という。）に関する規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」とい

う。）以後の施設の利用又は使用（以下単に「利用」という。）に係る使用料等

について適用し、施行日前の施設の利用に係る使用料等については、なお従前の

例による。 

４ 施行日以後の施設の利用に係る使用料等については、施行日前においても、こ

の条例による改正後のそれぞれの条例の使用料等に関する規定の例により、徴収

等をすることができる。 

５ 第５条、第１０条、第１２条、第１３条、第１５条及び第２１条の規定による

改正後のそれぞれの条例の規定による指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第２４４条の２第３項に規定する指定管理者をいう。）の指定及びこ

れに係る手続は、施行日前においても行うことができる。 
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議案第７７号 

 

 

さぬき市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正について 

 

 

さぬき市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を別紙のとおり改正することに

ついて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基

づき、議会の議決を求める。 

 

 

令和２年９月３日提出 
 
さぬき市長 大 山 茂 樹 
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さぬき市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

 

さぬき市職員の特殊勤務手当に関する条例（平成１４年さぬき市条例第４７号）

の一部を次のように改正する。 

附則に次の１項を加える。 

（防疫業務従事手当の特例） 

３ 職員が、新型コロナウイルス感染症（新型コロナウイルス感染症を指定感染症

として定める等の政令（令和２年政令第１１号）第１条に規定するものをいう。）

から市民等の生命及び健康を保護するために緊急に行われた措置に係る業務で市

長が定めるものに従事したときは、別表防疫業務従事手当の項の規定にかかわら

ず、当該職員に対し、業務に従事した日１日につき３，０００円（新型コロナウ

イルス感染症の患者若しくはその疑いのある者の身体に接触して又はこれらの者

に長時間にわたり接して行う業務その他市長がこれに準ずると認める業務に従事

した場合にあっては、４，０００円）の防疫業務従事手当を支給する。 

附 則 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後のさぬき市職員の特

殊勤務手当に関する条例（以下「改正後の条例」という。）の規定は、令和２年

２月１日から適用する。 

 （防疫業務従事手当の内払） 

２ 改正後の条例の規定を適用する場合においては、この条例による改正前のさぬ

き市職員の特殊勤務手当に関する条例の規定により支給された防疫業務従事手当

のうち、改正後の条例附則第３項に規定する業務に係るものは、同項の規定によ

る防疫業務従事手当の内払とみなす。 
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議案第７８号 

 

 

さぬき市手数料条例の一部改正について 

 

 

さぬき市手数料条例の一部を別紙のとおり改正することについて、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基づき、議会の議決を

求める。 

 

 

令和２年９月３日提出 
 
さぬき市長 大 山 茂 樹 
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さぬき市手数料条例の一部を改正する条例 

 

さぬき市手数料条例（平成１４年さぬき市条例第５８号）の一部を次のように改

正する。 

第６条第４号中「取り扱い」を「取扱い」に改める。 

別表中４７の項を４８の項とし、４６の項の次に次の１項を加える。 

４７ 有害鳥獣捕獲個体の一時保管 イノシシ（成獣） １頭につき １，０００

イノシシ（幼獣） １頭につき ５００

附 則 

この条例は、令和２年１１月１日から施行する。ただし、第６条第４号の改正規

定は、公布の日から施行する。 
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議案第７９号 

 

 

さぬき市地域福祉センター条例の一部改正について 

 

 

さぬき市地域福祉センター条例の一部を別紙のとおり改正することについて、地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基づき、議会

の議決を求める。 

 

 

令和２年９月３日提出 
 
さぬき市長 大 山 茂 樹 
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さぬき市地域福祉センター条例の一部を改正する条例 

 

さぬき市地域福祉センター条例（平成１４年さぬき市条例第１０５号）の一部を

次のように改正する。 

第３条中「地域福祉センターは、第１条の目的を達成するため次に掲げる事業を

行うもの」を「第１条の目的を達成するため、地域福祉センターにおいて行う事業

は、次に掲げる事業」に改め、同条第１号中「通所介護」の次に「（以下「通所介

護」という。）」を加え、同条第２号を次のように改める。 

(2) 法第１１５条の４５第１項第１号ロに規定する第１号通所事業（以下「第１

号通所事業」という。） 

第６条中「５年間」を「５年を超えない期間」に改める。 

第７条第２号を次のように改める。 

(2) 法第１１５条の４５第１項第１号に規定する居宅要支援被保険者等 

第８条の見出し及び同条第１項中「使用」を「利用」に改め、同項ただし書中

「第３条第１号及び第２号に掲げる事業の利用者については」を「指定管理者が行

う通所介護又は第１号通所事業（以下「通所介護等」という。）の利用者がその利

用のために利用する場合は」に改める。 

第９条を削る。 

第１０条第１項を次のように改める。 

通所介護等の利用者は、次の各号に掲げる事業の区分に応じ、当該各号に規定

する額（市が通所介護に係る居宅介護サービス費（法第４１条第１項に規定する

居宅介護サービス費をいう。以下同じ。）を同条第６項の規定により支払う場合

又は市が第１号通所事業に係る第１号事業支給費（法第１１５条の４５の３第２

項に規定する第１号事業支給費をいう。以下同じ。）を同条第３項の規定により

支払う場合は、当該市が支払う居宅介護サービス費又は第１号事業支給費の額を

控除した額）の料金（以下「利用料金」という。）を支払わなければならない。 

(1) 通所介護 法第４１条第４項に規定する厚生労働大臣が定める基準により算

定した費用の額 

(2) 第１号通所事業 介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１

４０条の６３の２第１項第１号イに規定する厚生労働大臣が定める基準の例に

より算定した費用の額 

第１０条第３項を次のように改める。 

３ 指定管理者は、特に必要があると認めたときは、あらかじめ市長の承認を受け

て、利用料金を減額し、又は免除することができる。 

第１０条に次の１項を加える。 

４ 既納の利用料金は、還付しない。ただし、指定管理者が特別の理由があると認
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めたときは、この限りでない。 

第１０条を第９条とし、第１１条を第１０条とし、同条の次に次の１条を加える。 

（損害賠償） 

第１１条 地域福祉センターの利用者は、故意又は過失により施設等を損傷し、又

は滅失したときは、それによって生じた損害を賠償しなければならない。ただし、

市長が特別の理由があると認めたときは、この限りでない。 

第１２条中「市長が別に」を「規則で」に改める。 

別表を削る。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第８０号 

 

 

さぬき市高齢者福祉開発推進センター条例の一部改正について 

 

 

さぬき市高齢者福祉開発推進センター条例の一部を別紙のとおり改正することに

ついて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基

づき、議会の議決を求める。 

 

 

令和２年９月３日提出 
 
さぬき市長 大 山 茂 樹 
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さぬき市高齢者福祉開発推進センター条例の一部を改正する条例 

 

さぬき市高齢者福祉開発推進センター条例（平成１４年さぬき市条例第１１９号）

の一部を次のように改正する。 

第３条各号列記以外の部分を次のように改める。 

第１条の目的を達成するため、センターにおいて行う事業は、次に掲げる事業

とする。 

第３条第１号中「通所介護」の次に「（以下「通所介護」という。）」を加え、

同条第２号及び第３号を次のように改める。 

(2) 法第１１５条の４５第１項第１号ロに規定する第１号通所事業（以下「第１

号通所事業」という。） 

(3) 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２０条の７の２第１項に規定す

る老人介護支援センターに関する事業 

第６条中「５年間」を「５年を超えない期間」に改める。 

第７条を次のように改める。 

（利用対象者） 

第７条 センターを利用できる者は、次に掲げる者とする。 

(1) 法第８条第２項に規定する居宅要介護者 

(2) 法第１１５条の４５第１項第１号に規定する居宅要支援被保険者等 

(3) 前２号に掲げる者のほか、市長が適当と認める者 

第８条第１項を次のように改める。 

指定管理者が行う通所介護又は第１号通所事業（以下「通所介護等」という。）

の利用者は、次の各号に掲げる事業の区分に応じ、当該各号に規定する額（市が

通所介護に係る居宅介護サービス費（法第４１条第１項に規定する居宅介護サー

ビス費をいう。以下同じ。）を同条第６項の規定により支払う場合又は市が第１

号通所事業に係る第１号事業支給費（法第１１５条の４５の３第２項に規定する

第１号事業支給費をいう。以下同じ。）を同条第３項の規定により支払う場合は、

当該市が支払う居宅介護サービス費又は第１号事業支給費の額を控除した額）の

料金（以下「利用料金」という。）を支払わなければならない。 

(1) 通所介護 法第４１条第４項に規定する厚生労働大臣が定める基準により算

定した費用の額 

(2) 第１号通所事業 介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１

４０条の６３の２第１項第１号イに規定する厚生労働大臣が定める基準の例に

より算定した費用の額 

第８条第３項を次のように改める。 

３ 指定管理者は、特に必要があると認めたときは、あらかじめ市長の承認を受け
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て、利用料金を減額し、又は免除することができる。 

第８条に次の１項を加える。 

４ 既納の利用料金は、還付しない。ただし、指定管理者が特別の理由があると認

めたときは、この限りでない。 

第１０条中「市長が別に」を「規則で」に改め、同条を第１１条とし、第９条の

次に次の１条を加える。 

（損害賠償） 

第１０条 センターの利用者は、故意又は過失により施設等を損傷し、又は滅失し

たときは、それによって生じた損害を賠償しなければならない。ただし、市長が

特別の理由があると認めたときは、この限りでない。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第８１号 

 

 

さぬき市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する 

基準を定める条例の一部改正について 

 

 

さぬき市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例の一部を別紙のとおり改正することについて、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

 

令和２年９月３日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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さぬき市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例 

 

さぬき市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例（平成２６年さぬき市条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２３号中「第４３条第３項」を「第４３条第２項」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第８２号 

 

 

工事請負契約の変更について（令和元年度さぬき市デジタル防災行政 

無線（同報系）整備工事（第２期工事）） 

 

 

令和元年度さぬき市デジタル防災行政無線（同報系）整備工事（第２期工事）に

ついて、次のとおり変更請負契約を締結したいので、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第９６条第１項第５号及びさぬき市議会の議決に付すべき契約及び財産

の取得又は処分に関する条例（平成１４年さぬき市条例第４９号）第２条の規定に

基づき、議会の議決を求める。 

 

 

令和２年９月３日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 

 

 

記 

 

１ 契約の目的  令和元年度さぬき市デジタル防災行政無線（同報系）整備工事 

         （第２期工事） 

２ 契約の金額  変更前 一金２７７，２００，０００円 

うち消費税及び地方消費税額２５，２００，０００円 

変更後 一金２９５，１２０，１００円 

うち消費税及び地方消費税額２６，８２９，１００円 

変更額    １７，９２０，１００円の増 

うち消費税及び地方消費税額１，６２９，１００円の増 

３ 契約の相手方 香川県高松市林町１４８番地２０ 

         株式会社協和エクシオ 四国支店 

         支店長 佐 藤 八 三 


